
京都市商店街街路灯電力料補助要綱 

 

（昭和４２年１月２５日決定） 

（平成１１年１２月１日改正） 

（平成１４年１２月２日改正） 

（平成１５年３月４日改正） 

（平成２２年４月１日改正） 

（平成２３年１月４日改正） 

（平成２８年４月１日改正） 

（平成３０年１月４日改正） 

（令和３年３月３１日改正） 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、京都市の商店街の発展と治安の向上を図るため、商店街街路灯電力料

補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例

（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付の対象） 

第２条 補助金は、商店会（京都市商店街の振興に関する条例第２条第２号に規定する商店

会をいう。以下同じ）において設置した街路灯の電力料の一部に充てるため、商店会の代

表者に対して交付する。ただし、個別店舗の照明又は広告を兼ねると認められる街路灯に

係るものを除く。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、当該商店街の規模、設置灯数などに応じて、毎年度予算の範囲内に

おいて市長が別に定める。 

（交付の要件） 

第４条 補助対象となる街路灯は、次の各号の要件を備えたものでなくてはならない。 

（１）街路を明るくし、犯罪の防止、交通の安全に役立つと認められる構造のものであるこ

と。 

（２）当該商店会において電力料を負担しているものであること。 

（３）適切な維持管理が常に行われていること。 

（交付の申請） 

第５条 条例第９条の規定による申請は、京都市商店街街路灯電力料補助金交付申請書（第

１号様式）によって、市長が別に定める期間内に、次の各号に掲げる書類を添えて行わな

ければならない。 

（１）関西電力株式会社その他の電気事業者が発行する電気料金領収証の写し又は電気料

金支払証明書その他街路灯電力料の支払を証する書類で市長が必要と認めるもの（１

月分から１２月分まで） 

（２）前期決算書及び今期事業計画書 



（決定の通知） 

第６条 条例第１０条の決定により交付又は不交付を決定したときは、条例第１２条に基

づき京都市商店街街路灯電力料補助金交付決定通知書（第２号様式）又は京都市商店街街

路灯電力料補助金不交付決定通知書（第３号様式）により通知するものとする。 

（標準処理期間） 

第７条 市長は、第５条の市長が定める期間の終了した日の翌日から３０日以内に条例第

１０条各項の決定をするものとする。 

（補則） 

第８条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施行に関し必

要な事項は、産業観光局長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年１月４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年３月３１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

京都市商店街街路灯電力料補助金 

交 付 申 請 書  

 

（宛先）京 都 市 長          年   月   日 

申請団体の主たる事務所の所在地 

 

申請団体の名称並びに代表者名及び担当者名 

 

 

 

（担当者名） 

電話番号     － 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定に基づき、補助金の交付を申請します。 

商

店

会

の

概

要 

商店会の街区  

商店会の総延長 ｍ 平均道路幅員 ｍ 歩車道の区別 有・無 

地区内商店総数 店 
商店会加盟 

会 員 数 
店 アーケード 有・無 

街 

路 

灯 

の 

概 

要 

街 路 灯 設 置 年 月 日              年   月   日 

街路灯を設置している総延長            ｍ 

街路灯総灯数   基のうち、商店会が電力料を負担している灯数   基 

   年１月分から１２月分までの

電力料で商店会が支出した総額 
円 

支 出 区 分 定額  ・  従量  ・  その他  （いずれかに○） 

添

付

書

類 

（１） 関西電力株式会社その他の電気事業者が発行する電気料金領収証の写し又は電

気料金支払証明書その他街路灯電力料の支払を証する書類で市長が必要と認め

るもの（共に    年１月分から１２月分まで） 

（２） 前期決算書及び今期事業計画書 

 

 



第２号様式（第６条関係）                   第   号 

  年  月  日 

 

所在地   

名 称    

             

                        京都市長         

                        

京都市商店街街路灯電力料補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のありました上記補助金につきましては、下記のとおり

交付することに決定しましたので、京都市商店街街路灯電力料補助要綱第６条の規定に基

づき通知します。 

 

                  記 

 

  交 付 金 額  金           円 

 

 

（注意事項） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、

京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった

日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市

長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方

裁判所に決定の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市

長となります。）ただし、当該期間内であってもこの決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、決定の

取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 

 

 



第３号様式（第６条関係）                   第   号 

    年  月  日 

 

所在地   

名 称    

             

                        京都市長         

                        

 

 

京都市商店街街路灯電力料補助金不交付決定通知書 

 

  年   月  日付けで申請のありました上記補助金につきましては、下記のとお

り不交付とすることに決定しましたので、京都市商店街街路灯電力料補助要綱第６条の規

定に基づき通知します。 

記 

 

 不交付理由  

 

 

 

 
 

（注意事項） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、

京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった

日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市

長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方

裁判所に決定の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市

長となります。）ただし、当該期間内であってもこの決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、決定の

取消しの訴えを提起することができなくなります。 


